
○勝山市障害者地域生活支援事業実施要綱

(目的)

第 1条 この要綱は、障害者等(障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律(平成 17 年法律第 123 号。以下「法」という。)第 4条に定める障害者をいう。

以下「障害者」という。)が自立した社会生活を営むことができるよう、勝山市障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則(平成 18 年勝山市規

則第 9号)に定める地域生活支援事業のうち、地域活動支援センター事業、移動支援事

業、日中一時支援事業、理解促進研修・啓発事業、手話奉仕員養成研修事業、成年後

見制度利用支援事業及び社会参加促進事業(以下これらの事業を「支援等事業」とい

う。)に関し必要な事項を定めるものとする。

(実施主体)

第 2条 支援等事業の実施主体は、勝山市とする。

2 福祉事務所長は、支援等事業の全部又は一部を、他の自治体又は適切な事業運営を行

うことができると認める社会福祉法人等の事業所(以下「事業所」という。)に委託す

ることができる。ただし、社会参加促進事業については、障害者団体等に委託するこ

とができる。

(事業内容)

第 3条 地域活動支援センター事業は、創作的活動、生産活動、社会との交流促進等の基

礎的事業のほか、社会適応訓練等を行う場を提供するものとする。

2 移動支援事業は、一人で移動することが困難な障害者に対し、1日で用務を終える外

出であって、次に掲げるものに係る支援を行うものとする。ただし、通勤若しくは営

業活動等の経済活動に係る外出並びに通年かつ長期にわたる外出については、当該支

援を行わないものとする。

(1) 社会生活上必要不可欠な外出

(2) 社会通念上適当と認められる余暇活動等の社会参加のための外出であって、次の

いずれかに該当するもの

ア 個別支援型 個別的支援が必要な障害者等に対する一対一による支援

イ グループ支援型 屋外でのグループワーク並びに同一目的地及び同一イベント

への参加等の複数人同時支援

(平成 18 年 10 月 16 日告示第 55 号)

改正 平成 19 年 3月 26 日告示第 106 号 平成 20 年 4 月 23 日告示第 18 号

平成 22 年 12 月 28 日告示第 78 号 平成 24 年 4 月 24 日告示第 8 号

平成 25 年 3月 29 日告示第 121 号 平成 26 年 3 月 12 日告示第 120 号

平成 28 年 5月 6 日告示第 27 号



ウ 車両移送型 福祉バス等車両の巡回による、障害者団体の各種行事への参加の

ための送迎支援

3 日中一時支援事業は、日中において監護する者がいないため、一時的に見守り等の支

援が必要な者に対し、障害者が障害者支援施設等において、障害者等に活動の場を提

供し、見守りや社会に適応するための日常的な訓練及び支援を行うものとする。

4 理解促進・啓発事業は、障害者等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる社会的障

壁を除去するため、地域住民に対して障害者等への理解を深めるための、研修・啓発

事業を行うものとする。

5 手話奉仕員養成研修事業は、聴覚障害者等との交流活動の促進、市の広報活動等の支

援者として期待される、日常会話程度の手話語彙及び手話表現技術を習得した者を養

成研修するものとする。

6 成年後見制度利用支援事業は、国の定める基準に該当し、成年後見制度の利用が有効

であると認められる知的障害者又は精神障害者に対し、成年後見制度の利用を支援す

るものとする。

7 社会参加促進事業については、レクリエーション活動等支援事業、奉仕員養成研修事

業、点字・声の広報等発行事業のほか、障害者の社会参加を促進する事業を行うもの

とする。

(申請)

第 4条 支援等事業を利用しようとする障害者(以下「申請者」という。)は、障害者地域

生活支援事業利用申請書(様式第 1号)を福祉事務所長に提出するものとする。ただ

し、社会参加促進事業については、申請書の提出は必要ない。

(決定)

第 5条 福祉事務所長は、前条の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、

利用の可否を決定し、その旨を障害者地域生活支援事業利用決定(却下)通知書(様式第

2号。以下「決定通知」という。)により当該申請者に通知する。この場合において、

第 3条第 1 項から第 5 項までに定める事業の利用決定を受けた申請者には、地域生活

支援事業受給者証(様式第 3号。以下「受給者証」という。)に必要事項を記入し発行

するものとする。

2 日中一時支援事業の利用決定に当たっては、法に基づく区分認定の内容を決定通知及

び受給者証に記載するものとする。ただし、区分認定の決定を受けていない者につい

ては、法に基づく一次判定により区分認定を行うものとする。

(利用の方法)

第 6条 申請者が第 3条第 2 項から第 5項までの支援等事業を利用しようとするときは、

受給者証を事業所に提示し、事業所に直接依頼するものとする。

(費用の負担)



第 7条 第 5条の規定により、移動支援事業及び日中一時支援事業のいずれかの事業につ

いて利用の決定を受けた障害者は、事業の利用に要する経費(以下「事業経費」とい

う。)に対する利用者負担金を事業所に支払うものとする。

2 前項の利用者負担金は、法に定める障害福祉サービスの利用者負担金及び利用者負担

上限月額を適用する。

3 地域活動支援センターの利用は、利用者負担金は無料とし、利用者は実費のみ負担す

る。

4 成年後見制度利用支援事業に要する費用の負担は、高齢者の成年後見制度利用支援事

業に準ずる。

5 法に定める障害福祉サービス及び支援等事業の利用者負担の合計金額が、法に定める

利用者負担上限月額を超えた場合は、超過した事業に要する経費は無料とする。

6 事業所は、事業経費から第 1項、第 2 項及び第 4 項の定めにより算出した利用者負担

金を差し引いた額を、市長に請求するものとする。

(事業所の申請等)

第 8条 支援等事業のうち、移動支援事業及び日中一時支援事業を実施しようとする事業

所は、勝山市地域生活支援事業所指定申請書(様式第 4号)を福祉事務所長に提出しな

ければならない。

2 支援等事業を実施する事業所は、県の認可を受けている障害者のサービス事業所、又

は高齢者の施設で障害者を受け入れることができる基準等を作成している事業所でな

ければならない。

3 移動支援事業を行う事業所は、ガイドヘルパー研修を修了した者、又は介護ヘルパー

資格を有し障害者支援に関する研修を修了した者をもって事業に当たらなければなら

ない。

4 福祉事務所長は、第 1項の申請を受けたときは事業所の事業内容等を審査し、事業を

実施できる適切な事業所であるとの判断をしたときは、速やかに勝山市地域生活支援

事業所として指定しなければならない。

附 則

(施行期日)

この要綱は、平成 18 年 10 月 1 日から施行する。

附 則(平成 19 年 3 月 26 日告示第 106 号)

1 この要綱は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。

2 平成 19 年度については、地方税法施行規則の一部を改正する省令(平成 17 年総務省令

第 107 号)の 65 歳以上の者に係る非課税措置の廃止に伴う特例に該当する者は、市民

税非課税として取り扱う。



附 則(平成 20 年 4 月 23 日告示第 18 号)

この要綱は、告示の日から施行し、平成 20 年 4 月 1 日から適用する。

附 則(平成 22 年 12 月 28 日告示第 78 号)

この要綱は、告示の日から施行し、平成 22 年 4 月 1 日から適用する。

附 則(平成 24 年 4 月 24 日告示第 8 号)

(施行期日等)

1 この要綱は、告示の日から施行し、平成 24 年 4 月 1 日から適用する。

(経過措置)

2 平成 24 年 3 月 31 日までにされた申請に基づく第 7条に規定する利用者負担金につい

ては、なお従前の例による。

附 則(平成 25 年 3 月 29 日告示第 121 号)

この要綱は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。

附 則(平成 26 年 3 月 12 日告示第 120 号)

この要綱は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。

附 則(平成 28 年 5 月 6 日告示第 27 号)

この要綱は、告示の日から施行する。

様式第 1号(第 4条関係)

障害者地域生活支援事業利用申請書

[別紙参照]

様式第 2号(第 5条関係)

障害者地域生活支援事業利用決定(却下)通知書

[別紙参照]

様式第 3号(第 5条関係)



地域生活支援事業受給者証

[別紙参照]

様式第 4号(第 8条関係)

勝山市地域生活支援事業所指定申請書

[別紙参照]


